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1．はじめに

イギリスは1973年のEC加入以来，今日にい
たるまで 40 年以上も EC/EU のメンバーとし
て留まり続けた。しかしこの間，欧州統合の深
化には冷ややかな態度をとり，しばしば頑なな
までに自国の権益に固執して，多くの人々の
眉をしかめさせた。この国は実に扱いにくい，
一筋縄ではゆかないパートナーだ（awkward 
partner）と評される所以である。
　ところが，イギリスはこうした消極的な関与
には満足できず，そこからさらに歩を進め，EU
離脱（脱退）まで行くべきかどうかを国民に問
うことにした。これは2013年 1 月に首相キャメ
ロンが，次の総選挙で自分たちが勝利すれば，
遅くとも「次期議会の終わりまでに」レファレ
ンダムを実施すると言明したことによる。2010
年の連立政権発足ののち，次第に過熱化して
手におえない状態となったEU離脱要求の動き
に，キャメロンはなんとか終止符を打とうとし
たのである。その後，保守党は2015年の総選挙
で勝利する。それゆえイギリスはいま，ただ一
点レファレンダムに向かって走っているのであ
る。
　しかしいうまでもなく，レファレンダムはそ
の結果がいかなるものであれ，イギリス自身に
もEUにも重大な影響力をおよぼす。かりに「離
脱」賛成が多数となれば，国内の経済・社会は
いずれ大混乱に陥るだろう。「残留」が認められ
る場合でも，政治的分裂の記憶は人々の心底に
強いしこりを残すにちがいないのである。
　そこで本稿では，あらためてこの国における

EU問題の混迷の背景をさぐることにする。具
体的には，2010年から2015年にいたる「連立政
権」時代をとりあげ，そこでどのような争点が
浮上したのか，キャメロンはなぜこの問題の解
決をレファレンダムに求めたのか，などを検討
する。それらを通して，時代転換の最中にある
この国の政治のリアルな姿を，いささかなりと
も明らかにしたいと思うのである。

2．連立政権の成立

　2010年に保守・自民両党による連立政権が
登場したのは，それに先立つ同年 5 月の総選挙
によって，どの政党も単独では過半数に達しな
いいわゆる“ハング・パーラメント”が出現し
たからであった。
　この選挙で保守党は最大の得票をえて比較第
一党となった。しかし同党の獲得議席数（307）
は野党全体のそれ（343）にはおよばない。そこ
で保守党は単独少数政権でスタートするか，そ
れともパートナーを探して連立政権を樹立する
か，そのどちらかを選ばざるをえなくなったの
である。
　しかしキャメロンには前者の選択は考えられ
なかった。なぜなら少数政権でゆけば必ずや壁
にぶつかり，近々にもう一度総選挙をやるハメ
になる。だがそれに勝利し新しい多数派を形成
できるという保証はない。それにだいたい政権
を発足させれば，ただちに深刻な状況にある経
済・財政の立て直しに取り組まなければならな
い。そのためには，どうしても強力かつ安定的
な政権が必用となる。少数政権では乗り切れな
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いのである。（Fox, 2010 : 26, Laws, 2010 : 50）
　それではどうすればよいのか。それはいくぶ
ん主義主張の似かよう自民党に連立を呼びかけ
ることだろう。それがうまくゆけば，少なくと
も政権は保守・自民両党の議員364名に支えら
れ安定する（議員総数は650名）。こうして保守
党は自民党に連立を打診したのであった。
　自民党はすぐにこれに応じた。同党の党首ク
レッグ（N. Clegg）は，いずれこうした状況が生
じることもあると考え，総選挙の半年も前から
党内に 4 名からなる連立交渉チームを設けてお
り（Fox, 2010 : 28），彼らを保守党首脳との交渉に
あたらせたのである。
　もっとも交渉は簡単には進まない。自民党
内には保守党よりもむしろ労働党と連立すべ
きだと主張する議員たちがいたし，党首経験
の長老たちたとえば元党首のアシュダウン 

（P. Ashdown）やケネディ（C. Kennedy）なども，
保守党との連立に難色を示したからである。そ
れに両党は政策的に近いといっても，個々の政
策の詳細な部分にまで立ち入ると相当の隔たり
がある。だから保守党との交渉に並行して，自
民党は労働党とも秘密裏に（ただし，すぐ後に
公的なものになる）交渉した。（Fox, 2010 : 28-32）
　しかし労働党との交渉は不調に終わり，結
局，自民党は保守党との連立を選んだ。
　保守党と自民党が合意できたのは，経済・財
政政策で歩みよれたほか，上院改革，地方分権
の促進，議会期の固定化，そしてなにより選挙
制度改革（選択投票制AVの導入）レファレンダ
ムの実施など，政治改革にかかわる分野で自民
党が保守党から譲歩（履行の約束）を引きだせた
からであった。（Goes, 2013 : 47, cf. Laws, 2010 : 91ff）
　それでは，EUへの対応に関してはなにが問
題となり，どのような形で合意されたのか。
　EU問題は2010年総選挙の主たる争点ではな
かったし，選挙後の政策プライオリティーもそ
れほど高いわけではなかった。しかしEUへの
対応のありかたは両党のアイデンティティーを
分かつ指標のひとつであり，キャメロンは保守
党のそれを踏み越えられない一線（redline）と

位置づけていたのである。だから自民党の交渉
チームなどは，かりに両党の調整が暗礁に乗り
上げるとすれば，それはこの問題をめぐってだ
ろうと身構えていた。（cf. Smith, 2015 : 377）
　しかし冷静に突き合せてみると，EU問題に
関しては妥協できないほど決定的な隔たりはな
い。第一に，保守・自民の両党は2010年総選挙
のマニフェストで，ともにイギリスをEUの一
員に留め，EU各国と協力してグローバル化し
た経済，貧困，環境などに積極的に立ち向かう
と明示していた。表現の仕方は異なるが，両党
のスタンスはほぼ同じ。いわんやEU離脱など
という選択肢は，少なくとも両党の多数派議員
の間にはなかった。
　しかし第二に，保守党はこのままEUに留ま
るとしても，将来イギリスの権限をEUへ移譲
する条約改定が提案されるようなときには，必
ずレファレンダムを実施する，つまり「レファ
レンダムで施錠」（‘referendum lock’）し歯止
めをかけると約束していた。（Conservative Party,
2010 : 113）したがって，親EUの自民党などはこ
れで相当困惑させられたのではないか，と思わ
れるかもしれない。しかし答えはノーである。
イギリスとEUの関係に根本的な変化が生ずる
場合，それをレファレンダムで判断すべきだと
いうのは，実は自民党の主張でもあったからで
ある。
　ただし自民党のそれは「レファレンダム・
ロック」ではなく，それよりもうひとつ踏み込
んだ「残留・離脱を問うレファレンダム」（in/
out referendum）であった。彼らはこのとき一
種の瀬戸際政策をとり，それでイギリスのEU

「残留」を確定できると目論んでいたのである。
（Liberal Democrats, 2010 : 67, Smith, 2015 : 373）した
がって両党の発想は実は正反対である。しかし
ロジックそのものは同じ。そのため自民党は最
後まで自分たちの主張に執着することがなかっ
た。（cf. Smith, 2015 : 378-379）
　第三に，保守党はユーロへの不参加を鮮明に
していたが，自民党は参加に肯定的であった。
これも大きな違いにみえた。
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　しかし自民党のマニフェストには，参加はイ
ギリスの経済状態が良好な場合にのみにおこな
うべきであり，現在はそうした状態にはないと
いう但し書きが付されていた。しかもユーロに
参加するには，レファレンダムで国民の承認を
うけなければならないと，釘もさしていたので
ある。
　自民党が「親 EU」であるのは，あくまでも
利害関係を計算したうえでのこと。それは強
固なイデオロギーによるものなどではない。

（Liberal Democrats, 2010 : 67, Smith, 2015 : 375-376）

そうだからか，連立交渉がなった直後に公表
される合意文書『連立・政策プログラム』（The 
Coalition: our programme for government）で
は，きわめてそっけなく次のように記されただ
けであった。「イギリスはこの議会期中ユーロ
には参加しない。また参加の準備もしない」。

（Cabinet Office, 2010 : 19）
　この他，保守党は「イギリス主権法」を制定
し，あらゆる権限の源泉はウエストミンスター
議会にあることを明確にすると公約していた。
しかし保守党の譲歩によるのだろう，これは

『連立・政策プログラム』では「無視されても
しかたがないほど曖昧な」表現に薄められた。

（Goes, 2013 : 48）
　最後に，保守党は基本的人権憲章，刑事・司法，
社会・雇用立法等に関しては，従来から一貫し
て強硬な態度をとってきた。しかしその調子は
連立交渉のなかでかなり和らげられた。これら
以外の分野もふくめ，過去にEUに移譲させら
れた権限についてはEUから「取り戻す」と言っ
ていたのに，少なくともこの時点ではそれを口
にしなくなっていた。刑事・司法関係の立法に
関しても，イギリスの完全な司法制度を守りな
がらケース・バイ・ケースでおこなう，などと
トーンダウンさせたのである。（Cabinet Office, 
2010 : 11, 19, Lynch, 2011 : 221, Smith, 2015 : 379）
　こうして保守・自民両党は，EUへの対応に
おいてもさまざまなポイントで妥協の糸口を
みいだし，調整をなしとげた。たがいのイデオ
ロギー的立場に拘泥せず，あくまでもプラグ

マティックな視点から，実現可能な政策プログ
ラムを短期間でまとめ上げたのである。（Smith, 
2015 : 375-376, 379）そしてこれらの交渉結果につ
いては─保守党は党大会を開かなかったが─自
民党は特別党大会を開き承認した。いずれにせ
よ，これは戦後のイギリスでは初めての経験で
あった。
　さて政策調整を終えると組閣をおこなわな
ければならない。内閣のポストは連立交渉チー
ムによってではなく，キャメロンとクレッグの
2 人の話し会いで決められた。（Heppell, 2013b : 
68）その結果，首相の座には当然のことながら
比較第一党の保守党党首キャメロンがすわっ
た。財務相のポストには保守党のオズボーン

（G. Osborne）が，外相のそれにはへイグ（W. 
Hague）がそれぞれついた。
　キャメロン，オズボーン，へイグの保守党の
3 首脳は，みな自分は「EU懐疑派」だと称して
いる。たしかに，へイグなどは10年ほど前はま
ぎれもない強硬な懐疑派だった。しかしいまで
は 3 人とも，イギリスのEU残留を進めようと
するプラグマティスト。それゆえ，これで自民
党との関係もうまくゆくと期待されたのであ
る。（Smith, 2015 : 380, Goes, 2013 : 48）
　EU担当相は，柔軟な現実派のリディングト
ン（D. Lidington）に与えられた。このポスト
には，本来なら保守党のフランソア議員（M. 
Francois）がつくのが筋だったかも知れない。
なぜなら，彼は2010年まで同党の「影のEU担
当相」をつとめていたのだから。しかし懐疑派
の彼は外された。この人事もまた自民党側を安
堵させた。（Smith, 2015 : 381, Lynch, 2011 : 222）
　自民党側ではクレッグが副首相となる。それ
以外では，クレッグを含め 5 名が閣内相とし
て，13 名が閣外相（Junior Minister）として入
閣した。自民党の下院における議席率は15.7％。
しかし自民党のえた政府ポストは，閣外相をふ
くめると全部で 19.3％（Heppell, 2013b : 68），閣
内相だけに限れば21.7％に達した。彼らにとっ
て，これは決して悪い取り分ではない。ともあ
れ，連立政権はこうして2010年 5 月11日順調
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にスタートしたのである。

3．保守党内外の批判勢力

　政権が発足してしばらくのあいだ，イギリス
とEUの間にはとりたてて急を要する案件はな
かった。それに近い将来に条約改定なども予定
されておらず，独仏がさらなる統合に向けて始
動する気配も感じられなかった。したがって，
政府は通常のビジネスと同様に，気負うことな
くEU問題に対応しはじめたのである。（Lynch, 
2011 : 222）
　政府は，最初にリスボン条約によって取り
決められた措置のひとつ，欧州対外行動局

（EEAS）の創設を承認した。つづいて同条約に
よって拡大される司法・警察関係の立法措置や，
2010年 7 月の欧州捜査命令（EIO）に関するEU
指令草案をオプト・インした。この他，司法・
内務関係分野のEU提案についてもいくつか
オプト・インしている。それゆえ，こうした様
子をみると，政府のEUへの対応は当初は意外
と同調的だったという印象を受けるのである。

（Lynch, 2011 : 223-224）
　だが，それから 5カ月もすると事態は変わる。
首相キャメロンは政府の前に立ちはだかる強力
な批判勢力に悩まされ，対応に窮するからであ
る。しかしEU問題をめぐり声を荒げる勢力と
は一体なにか。それは野党に転落した労働党な
のか。むろんそうではない。彼らはEU問題に
関しては，もはや恐るべき敵でもなんでもなく
なっていた。
　労働党は，総選挙の敗北で辞任したブラウン

（G. Brown）に代えて，2010年 9 月ミリバンド 
（E. Miliband） を党首に選んだ。しかしブラウ
ンのときも，ミリバンドのもとでも彼らは欧州
統合を一応は歓迎しながら，実際には消極的な
態度をとっていたのである。
　だいたい彼らは，EC/EUの創始者たちが思
い描く連邦化（federalism）などには一貫して背
を向けてきた。彼らにとってはイギリスの議会
主権が至高なのである。それにブラウンが財務

相のとき，ユーロへの加盟条件として 5 つの経
済的なハードルをもちだしたように，EUに留
まるのも「条件次第だ」といい，さらにかつて
1980年代にCAPやEC予算をめぐり改革を求
めつづけたのと同じように，今日ではグローバ
ル化した世界に適合しない“内向きのEU”を批
判して，その改革を叫んでいる。これは保守党
首脳や同党議員の主張とそんなに違いはない。

（Schnapper, 2015 : 165-168, cf. Bale, 2006 : 394）
　それにミリバンドには，かつてのブレアのよ
うなEUへの情熱がみられない。実際これより
後2014年 3 月まで，ミリバンドは一・二の例外
はあるにせよ，EU問題に関してほとんど発言
しない。やがて2011年，2012年に首相キャメロ
ンが保守党内のタカ派に吊し上げられ，「EUに
奪われたイギリスの権限を奪還せよ」と迫られ
る光景が出現する。しかしそれを目の当たりに
しても無言，なんらのメッセージを発しないの
である。（Schnapper, 2015 : 165）だから労働党は，
少なくともEU問題に関するかぎり，保守・自
民連立政権の敵でありようがない。
　それでは，キャメロンや連立政府の首脳たち
を悩ます勢力とは，一体なにか。それはほかな
らぬ与党保守党内の一群の不満分子のことで
あった。このグループはいわゆる強硬なEU懐
疑派（hard Euroscepticism）と呼ばれ，欧州統
合に反対するだけでなく，イギリスのEU加盟
自体にも反対し，あらゆる機会をとらえては政
府の弱腰を批判してまわっていた。
　キャメロンや彼を支持する多数派の議員た
ちは，それよりはもっとプラグマティックな姿
勢をとる。彼らの場合は柔軟なEU懐疑派（soft 
Euroscepticism）と呼ばれ，EUのメンバーであ
ることに十分なメリットがあり，欧州統合も一
応のところは認める。ただし，かりにこれ以上
EUへの権限移譲が求められればそれは拒否す
る，ユーロへの参加を求められるようなことに
なればレファレンダムにかける（当面は参加し
ない）という一線を引く。つまり，ナショナル・
インタレストの堅持という命題でガードを固め
た，条件つきのEUメンバーであるべきだと考
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えていたのである。（cf. Lynch & Whitaker, 2013b : 
319）
　したがって，いうまでもないことだが，こ
れはかつて勢いを誇っていた親 EU 派（pro-
Europeans, Europhiles）とは全然ちがう。親EU
派は欧州統合に積極的で，主権についても各国
による“持ちあい”（pooling）を暗黙のうちに了
承していた。（Heppell, 2013a : 343）キャメロンた
ちは，そうしたやり方には否定的だったのであ
る。
　だが「強硬な」懐疑派の人々からすれば，そ
うしたキャメロンらの態度ではものたりない。
またいかにも手ぬるい。そんな半端なものでは
なく，規制緩和，民営化，低課税，福祉制限，労
組規制，公共支出削減を確実に実施できるよう
イギリスの議会主権を取り戻し，EUの不自然
な規制に縛られて身動きとれない状況から脱す
る。そうして“ハイパー・グロバリズムの時代”
に乗りだし，アメリカやアジアなど広い世界に
商取引の相手を求める，このほうがはるかに意
義があると主張していたのである。（Bale, 2006 : 
386）
　当時，EU 懐疑派はつぎのような広がりを
もって党内に浸透していた。
　すなわち，この頃ヘッペル（T. Heppell）がお
こなった保守党議員の意識調査によると，保守
党議員306名のうち，親EU派は 7 名（2.3％）で，

「どちらともいえない」が64名（20.9％），EU懐
疑派は 235 名（76.8％）におよんでいた。この
235名をさらに「柔軟派」と「強硬派」に分ける
と，前者は154名（50.3％），後者は81名（26.5％）
となったのである。（Heppell, 2013a : 345）
　ただし，これらの数字は単純にEUに対する
態度をたずねてえられた結果であり（「ユーロ
への加盟，ユーロ圏諸国への財政支援，残留・
脱退レファレンダム，EU 脱退等をどう思う
か」），これだけでは懐疑派の人々の意思の強さ
のほどはわからない。
　そこで上記の質問にくわえて，たとえば，出
産・育児休暇，国際援助支出予算，移民，同性
結婚，妊娠中絶などを受け入れるか，それとも

反対かなど，社会的な問題に関する質問＊を
いくつか試みて，その結果をさきのEUにたい
する回答内容と組み合せる。そうすると，つ
ぎのようなことがわかったのである。（Heppell, 
2013a : 344-345）

　　＊�ここでヘッペルが社会問題をとりあげるのは，
つぎのような理由からである。保守党内におけ
るイデオロギー的なクリーヴィッジを浮き彫り
にするためには，これまでの何人かの研究者が
取り組んできたように 1）社会的・性的・道徳
的政策，2）経済政策，3）EU政策の三領域に
対する議員の反応をみるのが望ましい。しかし
このうち 2）はすでに「経済的自由主義」とい
う形で受け入れられ，党内に確実に定着してい
る。したがって，ここでは残された 1），3）に焦
点をあわせるのがベターなのだ，と。（Heppell, 
2013a : 342-343）

　それは柔軟派154名のなかでも，「社会問題
に関してはリベラルで，EUに対しても柔軟な
態度で臨む」人は，わずか40名ほど（154名の
25.9%）しかいない。ところが強硬派81名のな
かで「社会問題に関しては伝統的立場で臨み，
かつEUに対しても強硬な姿勢をとる」人々は
50名（81名の61.7%）におよんでいた。（Heppell, 
2013a : 346-7）つまり，キャメロンが依拠する柔
軟派は，比較的薄い，弱いアイデンティティを
もつ人々の集まりだが，彼を批判する強硬派の
ほうは，より強い保守的な意志をもった人々で
固められていたということである。
　したがって前者が一丸となってEU問題に関
して物申す，というシーンなどはめったに見ら
れないかもしれない。だが，後者が声高に自己
主張し，政府への造反行動にでるといった光景
は，これから頻繁に目にしそうなのである。こ
ういう現実を目にすれば，キャメロンとしても
安閑としておれないだろう。
　このように，キャメロンは与党保守党内にき
わめて手強い批判勢力を抱えていた。しかし不
安材料はこれだけではない。連立政府は実はも
うひとつ，外部の反EU政党にも脅威を感じて
いたのである。その政党とはこれもEUに対し
て強硬な姿勢をとるUKIP（イギリス独立党）で
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あった。
　UKIP は，マーストリヒト条約反対のため
に組織された反連邦化同盟（Anti-Federalist 
League）のメンバーが1993年に創設した小政
党である。最初の頃は党勢が振るわず，メディ
アなどからは泡沫政党あつかいされていた。だ
がその後，地方選や下院補欠選挙，欧州議会選
挙などで少しずつ実績を積みあげ，2004年の欧
州議会選挙で12議席を獲得し，2009年の同選
挙でも13議席を獲得して一躍注目されるよう
になったのである。（Tournier-Sol, 2015 : 142）
　この政党は，反EUだけの単一争点政党だと
みられるのを嫌って，政策の幅を広げることに
努めてきた。しかし基本的な目標は，あくまで
もイギリスの「完全なEU離脱」においていた。
　UKIPが国民の一部の支持をうけたのは，お
そらくはその口吻にある種リバタリアン的な
要素が含まれるからだろう。彼らがいつも呼ば
わるのは，一握りのエリートが奪った「普通の
人々」（‘the people’）の自由を取り戻せ，であっ
た。EUをエリート主導による非民主的な組織
ととらえ，これに繋がれたことでイギリス国
民は自己決定権を失い，拘束衣で緊縛されたも
同然となっている，というのもこの文脈からで
てくる。「行動の自由」，「精神の自由」はこの政
党のいわばキャッチフレーズであり，それがど
こか人々の心に触れたのである。（Tournier-Sol, 
2015 : 142-143）
　といっても，EU以外の問題についての主張
をみると，むしろ同党は保守党右派のイデオロ
ギーやあるいは狭いナショナリズムの立場に近
い。たとえば法と秩序の厳格化，減税，移民制
限，国防予算の40%増額の要求，あるいはデボ
リューション，マルチ・カルチャリズム，同性
婚などへの反対，また国益に直接かかわらない
海外派兵への反対など，これらはすべて昔日の
パウエリズム（Powellism）やサッチャリズムを
思いださせる。（Tournier-Sol, 2015 : 146, Lynch & 
Whitaker, 2013a : 296）
　それにUKIPの欧州議会議員のなかには，と
きおり人種差別発言をする者がいる。また平気

でポピュリスト的政治手法もつかう。たとえ
ば2010年の総選挙では，こんな行為におよん
だ。すなわち保守党，労働党，自民党はすべて
オックスブリッジなど一流大学の出身者を党
首に頂くエリート政党でみわけがつかない。だ
から，こんなのは一つにまとめて「自労保党」

（“LibLabCon”）と呼ぶべきだと言い，さらにブ
ラウン（労働），キャメロン（保守），クレッグ（自
民）の三党首の顔写真を並べ，その頭上に「全部
あほう」（Sod the Lot）というタイトルをかぶせ
るポスターを作製したのである。（Tournier-Sol, 
2015 : 150）これなどは，どうみても悪趣味としか
言えないだろう。しかし一部の国民は彼らのこ
んなパフォーマンスに魅了されるのである。
　したがって，はじめ保守党はUKIPをほとん
ど相手にしなかった。2004年の欧州議会選挙
のとき，キャメロンなどは─これは保守党内部
での発言だが─UKIP党員を「頭のいかれた奴
ら，変人，隠れ人種差別者」などと呼び，むし
ろ蔑んですらいたのである。（Lynch & Whitaker, 
2013a : 299）しかし2009年の同選挙を経験してみ
ると，さすがに真面目に受けとめなければなら
ないことに気づく。
　それはUKIPが2009年の欧州議会選挙で当
時政権党であった労働党をおさえ，第二位に踊
りでたからというだけではない。それも確かに
ある。しかしそれよりも，これまで保守党に投
じられてきた有権者の票が，今後は保守党と
UKIPに二分されるのではないかという恐れが
でたのである。
　もっとも有権者は，総選挙での投票とそれ以
外の選挙での投票行動を「戦略的に」使い分け
る。とりわけ欧州議会選挙では，争点がもっぱ
らEUをめぐる問題になるので，EU嫌いの票は
もっともラジカルな反EU政党に集まる。しか
し総選挙では争点が多様化する。しかもEU以
外の他の政策に関しては，UKIPの処方箋は比
較的貧弱で説得力がない。それゆえUKIPの支
持者の多くは，総選挙の場合には保守党に投票
するのである。（Ford, Goodwin & Cutt, 2012 : 219-
220, 226-227）とすれば欧州議会選挙でUKIPの
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台頭に驚かされたとしても，事態をそんなに深
刻にとらえる必要はないのかもしれない。
　しかし保守党首脳にしてみれば，同党議員の
支持層とUKIPのそれがかなりの部分で「重な
る」というのは，やはり気にかかる。事実，この
当時のある調査（YouGov）によれば，「明日，総
選挙があるとすれば，あなたはどこに投票する
か？」と質問すると，2009年の欧州議会選挙で
UKIPに投票した人のうち，総選挙でもやはり
同じくUKIPに投票すると答えた人は約40％

（UKIPのコア･ヴォーター）に過ぎず，残りの
約60%は保守党に投票すると答えたといわれ
る。これなどは，いかに保守党支持層とUKIP
支持層の間の垣根がひくく，いかに両党の支持
者がたがいに行ったり来たりしているかを示す
よい例だろう。（Ford, Goodwin & Cutt, 2012 : 220, 
Tournier-Sol, 2015 : 147，2010年の総選挙で保守党に
投票したひとのうちで，次回は労働党や自民党よりむ
しろUKIPに投票すると答えた人が多い点について
はLynch & Whitaker, 2013a : 304, cf. Webb & Bale, 

2014 : 964）
　それゆえなにかの切っ掛けがあれば，院内の
強硬な懐疑派と，院外勢力ではあるがしかし一
定の保守的市民層を動員する力をもつUKIPが
連携し政府批判にまわる，そんな可能性がある
ことをこれは示唆しているように思われるので
ある。政権を発足させたばかりのキャメロンに
とっては，UKIPもまた侮れない存在であった。

4．キャメロンのEU問題への対応

揺れる立ち位置
　キャメロンと強硬なEU懐疑派との間の雲行
きがおかしくなるのは，2010年11月に政府が
下院にEU法案をだすその前後ごろからであっ
た。政府が法案を上程するのは，連立政権樹立
のさいの公約（合意文書『連立・政策プログラム』
による）を実行にうつす必要があるから，とい
うものであった。公約を法律の形で実現しよう
とするのは自然な流れではある。しかし，むろ
んそこにはキャメロンの政治的計算も含められ

ていた。それは政府がいかにEUに対して強面
で臨んでいるかを示し，かつEUに対する一定
の法的な歯止めをかけて，EU離脱を掲げて迫
る党内の強硬派を宥めるというものであった。
　このEU法案の主たる内容は，およそ次の三
点に絞られるように思う。
　1）イギリスの権限をEUに移譲する提案が
なされたら，政府がそれを承認する前に議会で
検討し，その結果をみてレファレンダムをおこ
ない国民に判断してもらう。つまり「レファレ
ンダム・ロック」を実施する。2）加盟国のEU
への権限移譲には正式な条約改正が必要だが，
リスボン条約はこれを簡易手続きによっても
できるようにした。しかし簡易手続きをもちい
て事がすすめられる場合でも，それがイギリス
の問題にかかわるときにはレファレンダムにか
ける。3）EU法は，1972年EC法もしくはその
他の議会法の了承をえて（by virtue of），はじ
めてイギリス国内に直接適用されかつ効力をも
つ，このことを確認する。（EU Act 2011, cf. Gay 
& Miller, 2010 : 1-2, 5-8, Lynch, 2011 : 227-229）
　それでは以上のどこに問題があるのか。それ
は強硬な懐疑派からすれば，ここにはEUに引
き渡された権限を取り戻すことやEU離脱につ
いての条項がまったくない，だからダメなのだ
ということだろう。（Goes, 2013 : 52, 59）
　それに彼らは，法案の個々の条文にもいくつ
か「欠陥」をみいだした。一・二あげると，たと
えばカーズウェル議員（D. Carswell）などは，

「レファレンダム・ロック」をかけてもイギリ
スでは「前法は後法を拘束できない」のだから，
後年これを見直す法律ができればそれで内容が
変わってしまう，と指摘する。（Smith, 2015 : 383）
　また上記 3）も問題である。3）はいわゆる「主
権条項」にあたるので，本来ならここではイギ
リスにおける究極の法的権威はEUにではなく
イギリス議会に存在することを明確に述べる
べきなのに，そうはなってない。この点はとく
に強硬派のベテラン議員キャッシュ（B. Cash）
などが強調した。キャッシュはこのとき院内の
EU問題精査委員会の委員長を務めていたが，
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同委員会の証言聴取セッションで学者らの証言
をあつめ，それらを通して，上の 3）のような内
容ではなんらの法的な意味ももたず，ほとんど

「主権条項」の体をなしていないと批判したの
である。（Lynch, 2011 : 228-229, Goes, 2013 : 52, Gay 
& Miller, 2010 : 54-62）
　これに対して，自民党は法案には一応賛成の
立場をとった。ただし実際には，外務省へ閣外
相として送り込んだブラウン（J. Browne）が，
この問題にあまり関心をもたず（彼は省内では
ヨーロッパ担当でなかった），はじめから十分
な取り組みをしていなかったと言われるのであ
る。（Smith, 2015 : 382）
　ともかくEU法案は第二読会における批判
と，委員会段階での強硬派による修正提案をし
りぞけ，提案翌年の2011年 7 月に可決された。
むろん強硬派は憤懣やるかたない。そこで彼ら
は，あらためてEU離脱のためのレファレンダ
ムを要求しはじめたのである。
　これに呼応するかのように，夏の休暇が終
わり秋口になると，市民による電子請願（10万
人の署名による）が下院にとどけられた。その
内容は，政府はEU残留・離脱レファレンダム
実施のための法案を議会に提起すべきだとい
うものであった。「市民の請願」といっても，実
際にはこれは強硬派を支援する『デイリー・エ
クスプレス』紙が組織したものだといわれる。

（Smith, 2015 : 382-383）しかし下院はこれを本会
議のテーマとして取りあげ討論に付した。
　討論は2011年10月24日，保守党のナタール
議員（D. Nuttall）による提案の検討という形で
おこなわれ，最後に提案内容の可否を票決に
よって決めた。採決のとき保守党の院内幹事
は，議員たちにいわゆる‘三本線の登院命令書’

（‘a three-line whip’）と呼ばれる最も強い党議
拘束をかけ締め付けにかかった。しかし議員た
ちはこれにしたがわない。81名が提案に賛成票
を投じ，15名が棄権にまわったのである。議会
秘書官（PPS）2 名も同じく賛成票を投じ，政府
に辞表を提出した。これはキャメロンにも，ま
た党執行部にも大きな衝撃をあたえた。81名

もの議員が‘三本線の登院命令書’を無視して
造反するというのは，前代未聞の出来事だから
である。（Cowley & Stuart, 2012 : 402-406, Gamble, 
2012 : 468）
　そうこうするうちに，政府にいまひとつ別
の問題がつきつけられた。それはこの2011年
の12月に，欧州理事会より「財政協定」（Fiscal 
Compact）締結への同意を求められたというこ
とである。財政協定はユーロ危機に対応するた
め，ドイツ首相メルケルとフランス大統領サル
コジらが言いだしたもので，ユーロ加盟国とそ
れに同調する非ユーロ加盟国に財政規律を課
し，違反国には厳しい制裁を加えるというもの
であった。（Miller, 2012 : 2-3）
　しかしイギリスとしては軽々には応じられな
い。なぜなら財政の自主運営と主権の保持は表
裏一体であり，その一角が崩されるなど認めら
れないからである。現実的な問題としては，EU
レベルで財政がコントロールされれば，いずれ
シティの利益が損なわれるかもしれない，また

「単一市場」強化の手立てをせず「ユーロ圏」だ
けを強化すれば，バランスが崩れてEUの性格
そのものを変えるかもしれない。政府はとりあ
えずそれを危惧したのである。したがってキャ
メロンは，この二点が保護されるのならば妥協
してもよいと申し入れた。しかしこれは拒否さ
れ た。（Miller, 2012 : 11, cf. Gifford, 2014a : 162-163, 
Lynch, 2015 : 247）
　このとき，キャメロンは大きなジレンマに
陥っていたのである。すなわち，欧州理事会の
意向を受け入れれば連立パートナーの自民党は
満足するかもしれない。しかしそうすれば，逆
に保守党内の強硬なEU懐疑派から猛烈な批判
を浴びせられる。それにもしここでEU側の提
案に応じて署名すれば，イギリスの権限の移譲
にはイギリス議会の承認が必要だという，さき
のEU法の規定に抵触する恐れがでる。そうな
ると強硬派が色めき立ち，結果的にレファレン
ダムまでもってゆかれるもしれない。そんなリ
スクは避けなければならないのである。（Goes, 
2013 : 53）
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　そこで結局，キャメロンは同年12月の欧州理
事会で財政協定の締結に拒否権を行使した。こ
れはサルコジらを怒らせた。EU各国からも不
信の目でみられた。少なくとも，これでEU各
国のユーロ危機に対する危機意識とイギリスの
それとの違いが，あらためて浮き彫りにされる
形となった。（cf. Gamble, 2012 : 469）
　キャメロンの拒否権行使は，副首相クレッグ
ら自民党側をも不快にさせた。クレッグなど
は，キャメロンが下院で拒否権行使の理由を説
明しようとしたさい，首相の隣に並んで着席す
るのを拒否したとさえ言われているのである。

（Goes, 2013 : 54）しかしそのかわり，保守党の強
硬な懐疑派からは大歓迎された。世論もまた
キャメロンを支持したのである。（世論調査で
キャメロンの行為を正しいと答えた者62%，反
対だというもの19%。EUから脱退すべきだと
答えた者48%，残留を望むもの33% Survation 
poll for The Mail on Sunday, 11December 
2011）それゆえキャメロンは，少し自信をえ
たかのようにみえた。（Gifford, 2014a : 164, Goes, 
2013 : 54）
　ところが，それから約 1 カ月後の2012年 1
月，キャメロンはまるで前月の拒否権行使を取
り消すかのような態度をとり，もう一度人びと
を驚かす。それはこういうことであった。
　EU側は，前年12月にイギリスに拒否権を行
使され，財政協定を結ぶことができなくなった
ので，一応EUの枠から離れて，これを「政府間
協定」により実現しようとした。そこでEUの
25カ国は，参加を拒むイギリスとそれに同調す
るチェコを除き，1 月30日にあらたな財政協定
である「経済通貨同盟（EMU）の安定・協調・
ガバナンスに関する条約（TSCG）」を締結した。
　ただ問題は，TSCGが実際にはEUの組織で
運用されるよう設計されていたことである。た
とえば各国は予算編成にさいして政府債務プ
ランをあらかじめEU委員会や理事会に届け出
なければならない，財政規律の違反国の裁定は
EU裁判所にゆだねる，などであった。しかも
同条約は，5 年以内にTSCGそのものをEU条

約の枠組のなかに組み入れるとも謳っている。
（Miller, 2012 : 45-46）つまり，これは改革に必要
な手続きを迂回して，一度否定された財政協約
を実質的に「EUの制度として」成立させたも
のにほかならない。とすれば，本来ならキャメ
ロンはこれにも猛然と噛みつくのが筋だろう。
ところが，多数国に抵抗するのには限界がある
と悟ったのか，今度はこれに反対の声をあげな
かったのである。
　それゆえ自民党のキャメロンへの怒りは一応
おさまった。しかし新聞などのメディアは首相
の不甲斐なさをみて，これではまるで「U-ター
ン」だと嘆いた。強硬なEU懐疑派も，たちまち
キャメロン批判に転じたのである。こうして，
キャメロンは自民党とその対極にある保守党内
の強硬派の顔色をうかがい，右に揺れ左に揺れ
た。むろん右への揺れは，左へのそれよりはる
かに大きかったのだが。

レファレンダム実施宣言とその後
　ユーロ危機とその克服のためのEU統合の強
化に，イギリスの政治家が否定的な態度をとる
のは，もう一度繰り返すが，彼らがとくにユー
ロ加盟国の人々と「危機意識」を共有できなかっ
たからである。危機に瀕してEUはますます統
合の度を強める，それとは逆にイギリスはこ
れまで以上に自国の利益に固執しEU離れに傾
く，この構図は2012年にさらに鮮明になる。そ
れを推し進めようとする強硬派の行動を二・三
あげれば，次の様な例が思いだされよう。
　2012年 6 月20日，カーズウェル議員がイギ
リスのEU離脱を容易にするための措置，つま
り1972年EC法の撤廃をもとめる議員立法を打
ちだした。この提案は第二読会での審議までゆ
き，政府にプレッシャーをかけた。
　さらに 6 月27日，EU強硬派のある議員が保
守党議員100名の名を記した書簡をキャメロン
におくり，次の総選挙で勝利したら必ずEU残
留・離脱レファレンダムを実施すべきだ，そし
てそのことを選挙の前に法律の形にして確定し
ておかねばならないと訴えたのである。
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　この背景には，EU常任理事会議長のファン
ロンパイが，財政や予算統合等に関するあらた
な報告書を欧州理事会に提出，それにより銀行
同盟の創設が原則として了承されたことへの強
い反発があった。強硬な懐疑派は，銀行同盟の
創設をユーロ圏統合強化の「決定的な」一歩だ
ととらえたのである。（Liddle, 2014 : 215）
　7 月に入ると，政府は「イギリスとEUにお
ける権限のバランス調査」を始めた。これはEU
の既存の権限とイギリスのそれとの関係を整
理，調査するというもので，これでなにか特別
の政策提言をしようとしたものではなかった。

（Lynch, 2015 : 246）ただしこの「調査」を実施する
ことで，EUから多くの権限を取り戻せるかの
ような幻想をまき散らすことはできた。実際，
強硬，柔軟派を問わず懐疑派は，調査への取り
掛かりをみてみな大いに期待をふくらませたの
である。とりわけ強硬派などは，調査作業を所
管した外相へイグのポピュリスト的な言葉づか
いに刺激され，まるで火に油を注がれた状態と
なった。（Gifford, 2014b : 524, Copsey and Haughton 
2014 : 76）
　この間，キャメロンは依然として残留・離脱
レファレンダムはやらない，という立場をとり
続けていた。しかし同年 9 月頃になると，さす
がにそれを貫くのが難しくなる。記者会見の場
などでは，自分はEU離脱はイギリスの利益に
はならないと思うが，しかし「イギリス国民は
いずれEUに留まることについて“新たな同意”
を表明する機会をもてるだろう」などと言いは
じめたのである。そして自分の見解は年内に述
べると約束した。（BBC News, The Guardian, 27, 
28 September 2012）
　約束はクリスマスまでにははたされない。し
かし翌 2013 年 1 月 23 日，彼はロンドンのブ
ルームバーグ社から声明を発し，ついにレファ
レンダムを実施すると言明した。いわゆる「ブ
ルームバーグ宣言」と呼ばれるものがこれであ
る。
　キャメロンは，声明でおおよそ次のように述
べた。

　EUはあくまでも「単一市場」の維持，活性化
をめざして運営されるべきであり，それは競争
力，柔軟性，加盟国への権限の引き戻し，民主
的なアカウンタビリティ，それに公平性など 5
つの原則を機能させることで達成される。重要
なのは，中央からの強制によるのではなく，「単
一市場」の場で各国が多様性を失わず，協同し
ながら，自由かつ闊達に活動することである。
　ところで，いまEUはイギリス人の住む世界
とははるかにかけ離れたレベルの政治的統合
に向かっている。イギリス人はそれに不満であ
る。ユーロ圏における統合の深化が非加盟国に
とって一体なにを意味するのか，それにもまた
不安を感じている。だから，ある人などはこう
した問題は残留・離脱レファレンダムで決着さ
せるしかないという。しかしこれはいま直ちに
やるべきではない。なぜならEUはユーロ圏危
機により，従来のそれとは想像もつかないほど
別の物に変わりつつあるのだから。
　したがって，いずれイギリスは変容するEU
とどのような関係を保てるのか新しい取り決め
をし，その結果を選択しなければならない。こ
れは本来ならEU全体の条約改正によってなさ
れるべきだが，しかしいまはだれも条約改正を
望まない。そこで来る2015年の総選挙のマニ
フェストに，次のように書くことにする。保守
党政権は次期議会中にヨーロッパのパートナー
と新しい取り決めについて交渉し，その結果を
みてEU残留か離脱かのレファレンダムをおこ
なう。総選挙がはじまる前に，これを法律にし
ておくための草案もつくる，と。（Cabinet Office, 
2013）
　キャメロンの声明は，柔軟な懐疑派の議員た
ちからは支持された。メディアもおおむね好意
的に受けとめた。しかしこの内容には曖昧なと
ころもある。ここで言われたレファレンダム
は，1）2015 年の総選挙での勝利，2）EU とイ
ギリスとの関係のあり方の再交渉という二つ
を前提としており，そんな前提がうまくクリア
できるなど，この時点ではだれにも断定でき
なかったからである。（Goes, 2013 : 55, Copsey & 
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Haughton, 2014 : 77）
　それに，レファレンダムを「次期議会の終わ
りまで」に実施するというのも長すぎる。そこ
に至るまでの時期を，不安定な宙ぶらりんの状
態にしておけば，雇用や経済成長に悪影響を及
ぼさないともかぎらない。しかもその間，イギ
リスはEU内でなにもできなくなる。これはク
レッグや，自民党のケーブル（V. Cable）産業・
革新・技量担当相らによる批判のポイントで
あった。（Goes, 2013 : 55-56）
　保守党の強硬派もおなじように批判的に受け
とめた。したがって強硬派の場合はこれ以降さ
かんに動議提出（議員立法提案）などをだし，レ
ファレンダムの早期実施を迫るのである。声高
に叫ぶ彼らにじりじりと追いつめられ，やがて
キャメロンはアジェンダ・セッテングまで奪わ
れるような状態に陥る。
　ブルームバーグ宣言後，強硬派の行動で耳目
をひくのは，同年 5 月 8 日のクイーンズ・ス
ピーチ討論だろう。これは，クイーンズ・スピー
チにEU残留・離脱レファレンダムの予定が盛
られていないことに憤慨した保守党議員が，そ
れの修正動議をだしたところ，116名もの保守
党議員が支持にまわったというものであった。

（Miller. ed, 2013 : 3-4）116名という数は2011年
10月の「81名」をはるかにうわまわる。キャメ
ロンの側近たちは，これは党議拘束を掛けず自
由投票で採決したからだと弁明につとめたが，
しかし政府首脳の動揺は隠せなかった。（cf. The 
Guardian, 16 May 2013）
　そこで約 1 週間後の14日に，キャメロンや
へイグは，レファレンダムを2017年12月31日
までにおこなうという内容の法草案を公表し
た。しかしこれは政府案でも議員立法でもなく
単なる保守党案にすぎないので，このままでは
下院では審議されない。したがって 2 日後の 5
月16日に，これを強硬派の平議員ウォートン 

（J. Wharton）が議員立法の形で上程したのであ
る。（Gay, Miller, Kelly, 2013 : 7）
　このときキャメロンは，保守党の強硬派議員
たちの歓心を買おうとして，同法案を「全面的

に支援する」と言い，第二読会では─法案は「議
員立法」であるにもかかわらず─議員たちに‘三
本線の登院命令書’を課した。それゆえ法案は
下院をやすやすと通過した。しかし上院に阻ま
れ，ゼロに戻されたのである。（Goes, 2013 : 56）
　翌年の2014年 7 月 2 日，こんどはニール議
員（B. Neil）が再度議員立法としてこれを下院
に提案した。これは第二読会までいった。しか
しこれもまたその段階でストップさせられた。
強硬派は，同じ法案が二度も阻止されたのはす
べて自民党（上院自民党を含む）の妨害のせい
だといって非難する。しかし自民党のほうも保
守党強硬派の強引なやりかたを批判し，両党の
あいだに一時険悪な空気が流れるまでに至った
のである。（BBC News, 28 October 2014）
　これら一連の動きは，キャメロンら政府首脳
にボデイブローのような打撃を与えた。もとも
とイギリス議会では，議員立法は簡単には成立
しないように制度設計されている。しかし係争
中の案件にかかわる議員立法は，提案されるた
びにメディアにとりあげられ注目を浴びる。そ
の結果は否決であれ可決であれ，政府に少なか
らざる影響をおよぼすのである。しかもこの
間，キャメロンは主導権をほとんど院内のフロ
アーに握られたままだったのである。
　なおレファレンダム実施法案は，その後2015
年の総選挙後の2015年 5 月28日に，やっと政
府の手により上程された。（Rietveld, 2015 : 4）

政権運営つまずきの背景
　2014年，2015年においても，EU問題をめぐ
る政治環境の厳しさは，これまでとほとんど変
わりがない。しかし2014年 5 月の地方選，EU
議会選挙でUKIPが大躍進し，政府や保守党を
一時パニック状態におとしいれたことなどは，
いささか注目に値するだろう。
　事実このとき，保守党議員のなかにはUKIP
の急迫にうろたえて，同党と選挙協定を結ぼう
と画策するものや，脱党してUKIPへ走るもの
まで現れたのである。たとえば，同年 8 月には
強硬派のカーズウェル議員がUKIPへ転じた。
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また 9 月にはレックレス議員（M, Reckless）も
UKIPへ鞍替えした。2015年の総選挙まで残す
ところわずか 8・9 カ月だというのに，これは
政府と保守党がいかに動揺していたか，いかに
自信を失っていたかをよく表しているのであ
る。（Goes, 2015 : 96, cf. The Guardian, 28 August, 
27 September 2014）
　ただし，ひとつだけ確かなことがあった。そ
れは2014年から15年にかけて，EU残留・離脱
レファレンダムの実施は，もはや動かしがたい
趨勢となっていたということである。もう逆戻
りできないところまで来ていたのである。
　それにしても，キャメロンらはなぜここまで
追い込まれたのか。政権はなぜこのようにギク
シャクしたのか。これまでの叙述との重複を恐
れず，ここでもう一度振り返り少し考えてみよ
う。
　第一に，キャメロンがEU問題に関して防戦
一方となったのは，いうまでもないことだが，
EU強硬派の勢いが政府首脳らのそれをはるか
に超えていたからである。“勢い”というのは，
ユーロ危機とそれに対応する欧州統合の深化へ
の危機意識の度合いのことであり，それが相当
違っていたということである。
　すでに述べたように，このとき保守党内の強
硬なEU懐疑派は，保守党議員約300名の三分
の一，100名に満たぬ数であった。これは150名
を超すキャメロン支持の柔軟な懐疑派をかなり
下まわる。それでも，彼らは十分にキャメロン
や政府首脳を追い詰めることができた。
　なぜなら，デモクラシー社会では一般的に

「物言わぬ多数派より，声高にかつ執拗に自己
主張する『組織された』少数派の意見が通りや
すい」という単純な論理が働くから。実際，ある
研究者などはこのときの様子は‘issue capture’
が生じた状態だったという。つまり少数ではあ
るが，声の大きなグループが先手を打って争点
を「乗っ取り」，「占拠し」，状況をリードしてい
たというわけである。（Copsey & Haughton, 2014 : 
79）
　しかも強硬派は，キャメロンらに次の様ない

ささか生臭い恨みも抱いていた。
　a）キャメロンは，リスボン条約批准のさい
レファレンダムで決定すべきだと主張してい
たのに，それを簡単に取消した“裏切りもの”。
b）キャメロンが打ちだした新規政策（モダナ
イゼーション戦略）では，結局2010年の総選挙
に勝てなかった。c）総選挙後，自民党と連立し
たおかげで保守党の政策が薄められた。とりわ
け，自民の親EU主義が「水疱のように」保守
党に感染するのには恐怖をおぼえる。d）連立
のせいで，影の内閣に参加していた95名の議
員に新政権の大臣ポストが回ってこず，われわ
れの多くが冷や飯を食わされている。e）EU担
当大臣から強硬派のフランソアが外され，親
EU派のリディングトンが選ばれた（この点は
すでに触れた）。それにだいたいf）キャメロン
や財務相のオズボーンらは，イートン校やセン
トポール校出のエリート。「お上品ぶっている
が傲慢で」平議員の声などに耳を傾けようとし
ない。（Heppell, 2013a : 341-42, 2014 : 76, Goes, 2015 : 
95, Bennister & Heffernan, 2014 : 34, Kerr & Hayton, 

2015 : 116-118, 128, Lynch & Whitaker, 2013b : 337）
　キャメロンら政府首脳には，こうした「意趣」
とも呼べるものに，敢然として立ち向かうパ
ワーがなかったのである。
　第二に，自民党はこの間どのような役割をは
たしたのか。EU残留・離脱レファレンダムへ
の流れをせき止める防波堤とはなりえなかった
のか。残念ながら答えは否であった。
　連立政権が発足してしばらくの間，キャメロ
ンとクレッグの 2 人は蜜月関係にあったといわ
れる。キャメロンはなにかとクレッグに気づか
い，重要な問題がでると自分たち 2 人に，オズ
ボーンそれに自民党の主計長官アレクサンダー

（D. Alexander）を加えた 4 人で集まり，いつも
自由に情報を交換し協力し合っていたのであ
る。（Bennister & Heffernan, 2014 : 28）
　しかしそれも 1 年程度しかもたなかった。と
いうのは，2011年 5 月に自民党の悲願である選
挙制度改革（AVレファレンダム）が否決され，
さらに地方選での後退，支持率の低迷などにみ
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まわれると，自民党には連立政権に参加するメ
リットなどなくなってしまったからである。両
党間の傷口は，おそらくこの頃から広がって
いったのだろう。
　ところで自民党は，この間なにがなんでも

「親 EU 的」政策を貫く，という姿勢をみせな
かったように思う。彼らは，連合政権の合意文
書『連立・政策プログラム』をバイブルのよう
に信じており，それさえ破られなければよいと
思っていた節があった。いいかえると，EU問題
への対応に関しては基本的に保守党にまかせて
いたのである。（Goes, 2013 : 59, 2015 : 94-95）
　それに自民党は，かりに自分たちの主張を政
策過程に乗せようとしても，実はきわめて困難
な立場におかれていた。というのは，連立政権
発足のさい同党は閣僚や政府高官のポスト配
分をめぐり，各省庁にできるだけ幅広く供給す
べきか，それとも特定の部署（たとえば外務省）
とその周辺に集中させるべきかで迷い，結果と
して前者を選んだのだが，これが裏目に出たか
らである。つまり，各省庁に少しずつバラまか
れた経験不足の同党議員たちは，いたるところ
で保守党議員に囲繞されて孤立し，結局のとこ
ろ各個撃破されてしまったのである。（McEnhill, 
2015 : 102-104, Goes, 2015 : 94）
　ちなみにEU法制定に関して，さきに外務省
の閣外相ブラウンの対応が不十分だったと述べ
た。しかし不十分というのは彼の無関心にのみ
起因するのではない。実はブラウンがあまりに
も保守党よりの人物であったことにもよる。だ
から，それを嫌ったクレッグは2012年の内閣改
造で彼を更迭した。だが問題は，そのおかげで
外務省のポストに空白ができ，それ以後EU問
題に関して，政府の内部で物申せる専門家がひ
とりもいなくなってしまったということであ
る。（Goes, 2015 : 94-95）自民党は，日頃の考えを
十分に政策決定に反映できるほどマンパワーを
もたなかったのである。
　ただし，自民党は「ひ弱な善人の小勢力」とい
うような目で見られるべきではない。なぜなら
クレッグなどは，ときには保守党の強硬派と見

紛うほどの反EU的言辞を弄し（EU予算の拡大
に反対，EU委員長選挙でユンカー選出に反対
など），折にふれナショナル・インタレストの
確保を呼号していたのだから。（Goes, 2015 : 98）
彼の親EUは，自民党議員の多くもそうだがあ
くまでも「計算づく」のそれであり，柔軟な懐疑
派のキャメロンとの違いも紙一重だったのであ
る。
　こうしたことで，自民党は放置すればどこま
でも暴走しかねない保守党を抑制することがで
きなかった。「連立政権」の長所を生かすことも
できなかったのである。

5．�おわりに
　　─EUにおけるイギリスの辺境化

　以上のようにして，キャメロンのEUへの対
応を駆け足でみてきたが，ここまでのところで
なにが明らかになったのか。それは一言でいえ
ば，首相キャメロンのリーダーシップの貧し
さ，党運営のつまずきということだろう。彼は
連立政権内のさまざまなアクターの要求に応ず
るあまり，政治的な「綱渡り」を余儀なくされ，
かろうじてバランスをとりながら，しかし結局
は意に反してEU離脱の可能性を含むレファレ
ンダムの実施に追い込まれたのである。
　しかしここで 1 点，心にとめておきたいこと
がある。それはユーロ危機の最中にレファレン
ダムを決断したことで，イギリスとEUの「関
係」は今後大いに冷え込むのではないかという
ことである。EU内でのイギリスの孤立化はさ
らに進む，ヨーロッパにおけるその政治的位置
もますます辺境化する，そう思えてならないの
である。
　だいたいユーロ危機で苦闘している最中に，
EU 脱出のためレファレンダムをやろうとす
るなど，EU加盟国のなかでは 1 カ国もなかっ
た。ひとり安全地帯に逃れようとしたのはイギ
リスだけである。だから，レファレンダムの結
果がかりに「残留」とでたとしても，もうこの
国をだれも相手にしない，少なくとも信頼にた
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る国とは思わないのではないか。（cf. Copsey & 
Haughton, 2014 : 76）
　思えばイギリスは，これまでEUの制度に深
くかかわるのを終始避けてきた。条約改正のた
びごとに，オプト・アウトの交渉を繰り返し，
なんども例外的な権限を獲得してきた。それで
もシェンゲン協定には参加しない，ユーロにも
加盟しない。当然，独仏による指導権の二輪車
モデルに挑戦し，それに取って代わろうとする
こともなかったのである。（Copsey & Haughton, 
2014 : 85）
　この国がEUのメンバーであるのは─ある研
究者たちの表現をそのまま借用すると─「愛」
とか「情熱」とか「義務」からではない。ただ損
得勘定にもとづくものであった。キャメロンは

「われわれはイギリスの利益にかなうかぎり」
EUに留まるなどというが，メルケルやオラン
ドであればそんな言葉は絶対口にしないだろ
う。（Copsey & Haughton, 2014 : 81）ともあれ，イ
ギリスはEUとは苦楽をともにせず，「不即不離
の関係」を保つのみであった。
　しかし今回のレファレンダム実施の決断は，
そうした「原則」すら捨てさった感がする。か
りにこのまま留まるにせよ，EUとの関係はど
うみても希薄化する。2010年から2015年にい
たる 5 年間は，その準備のための決定的な期間
であったのではないか。いずれにせよ，レファ
レンダムの帰趨とその後のイギリス政治につい
ては，今後ますます目が離せなくなりそうであ
る。
＊�本稿は鷲江義勝，力久昌幸両氏（同志社大）より原稿

の段階で不正確な表現など，いくつか貴重なご指摘
をいただいた。この場をかりて深くお礼申し上げる。

� （2015年10月31日擱筆）
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